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1. 研究の背景と目的 
近年の我が国の都市内鉄道は，少子高齢化や交通バリア
フリー法の成立に伴う社会情勢の変化に対応するため，利
用者の身体負担を軽減することが急務になっており，この
方針に従って主に事業者が利用者のサービス水準の向上に
取り組むことを一般に移動円滑化と呼ぶ．とりわけ駅は，
都市の主要な交通結節点でもあるため，移動円滑化の必要
性が高く，エスカレータやエレベータ等の移動施設をはじ
め，基盤的施設を移動円滑化の観点から整備推進すること
が喫緊の課題になっており，このため，施設整備が移動円
滑化施策の中心に位置付けられている．一方で移動円滑化
施策は，利用者の行動に量的及び質的変化を促すため，利
用者の行動を読み誤ると，混雑や事故等の弊害を引き起こ
し，利用者のサービス水準に悪影響を及ぼすことも珍しく
ない．従って計画策定の際は，計画代替案を以上の点に着
目して評価することが必要であると考えられる．とりわけ，
少子高齢化や交通バリアフリー法は利用者属性がより一層
多様化することを含意しているため，評価に際して，さま
ざまな属性を持った利用者の行動の相違点及び共通点を理
解することは重要であり，なかでも，通勤利用者に占める
高齢者や女性の割合が増大することは明白であるため，通
勤目的の高齢者や女性の行動を予測することは必要である
と考えられる．つまり，鉄道駅の利用者行動を個人属性単
位（性別年齢別）でモデル化し，移動円滑化施策が利用者
のサービス水準に及ぼす影響を評価する手法が必要である
と考えられる．しかし，鉄道駅の利用者行動を記述する従
来のモデルは，次章で詳細するように根本的な問題点を抱
えており，また，交通バリアフリー法を契機に制定された
移動円滑化の評価基準は仕様基準を採用しているため，サ
ービス水準を明示的に反映しておらず，サービス水準の評
価に適用することができない現状にある． 
そこで本研究は，鉄道駅における移動円滑化施策の評価
手法の確立に資するため，施設整備の重要性に注目し，ま
ず，鉄道駅の利用者行動モデルの研究開発に取り組み，次
に，このモデルを基軸に施設整備計画を移動円滑化の観点
から評価する手法を提案し，そして，行動モデル及び評価
手法の適用性を実証することを目的とする．なお，移動円
滑化とは，交通バリアフリー法では「高齢者，身体障害者
等の移動に係る身体の負担を軽減することにより，その移
動の利便性及び安全性を向上すること」と定義され，また，
移動円滑化基準が省令やガイドラインにおいて個別具体的
に規定されている．これは前述の通り仕様基準であり，サ
ービス水準（利便性と安全性）について触れていない．従
って本研究は，移動円滑化を交通バリアフリー法と同様に
定義し，評価の際は，従来の移動円滑化基準に加え，新た
にサービス水準に関する評価基準（性能基準と呼ぶ）を導
入し，つまり，移動円滑化を仕様基準と性能基準を組み合
わせて評価することを試みる． 
 
2. 既存の研究と本研究の特長 
計画代替案をサービス水準に着目して評価する場合，一
般に利用者の行動を予測する必要があるため，利用者の行
動をモデル化し，そして，この行動モデルに依拠して計画
代替案の評価値を算出する．そこで行動モデルに着目して
既存の研究及び本研究の特長を整理する． 
鉄道駅の利用者の行動モデルは従来から数多く研究され
ている．しかし，鉄道駅の利用者は乗車駅と降車駅を連続
的に移動しており，両駅の行動が密接に関係しているにも
かかわらず，従来モデルは，この点に関する記述が欠落し
ているため，利用実態を十分に反映しているとは言えない．
例えば都心ターミナル駅の施設整備の影響が同一線区内の
近隣駅や郊外駅の利用者行動に反映されないなど，移動円
滑化施策の影響を予測する場合に妥当性に大きな疑問が残
る．さらに，行動メカニズムやパラメータが個々人より集
団の挙動を説明するように設定されているため，個人属性
単位で行動を記述する場合に必ずしも適当でない． 
また，都市内鉄道駅は混雑時の動向が極めて重要になる
ため，混雑現象の記述は不可欠である．ただし，一般に鉄
道駅は施設情報に比べサービス水準に関する情報が不足し
ており，なかでも混雑情報はほとんど公開されていないた
め，利用者は利用経験を蓄積することで混雑を認知する必
要があり，この認知過程が各々の行動に大きく影響するこ
とが明らかになっているため，混雑現象を記述する場合，
利用者が混雑を認知する過程を考慮する必要があると考え
られる．なお，このとき利用者は身体に他者の圧力を直接
的に受けており，このため，他者と接触する行為に嫌悪や
抵抗意識を持つ割合が圧倒的に高く，つまり，利用者間に
直接的かつ実質的な相互干渉が存在し，また，この相互干
渉の度合は個人属性で大きく異なることが明らかになって
いるため，要するに，利用者間に非対称の相互干渉を設定
する必要があり，言い換えれば，混雑現象を複雑系現象と
して記述する必要があると考えられる．しかし，従来モデ
ルはいずれも以上の要件を満たしていない． 
他方，複雑系現象を記述するモデルは多数存在し，一般
に当該現象の状態を単純な物理法則に基づいて動力学的に
記述することに最大の特長がある．なかでも，数理生態学
 
の個体群動態理論に基づくロトカ・ヴォルテラモデル
（Lotka Volterra Model：LVモデル）は，有限空間の生物種
の状態（個体数や密度）に着目し，この状態の遷移過程を
空間制約の中で生物種が有限資源を巡って競争する力学系
と仮定することで一意に記述するとともに，個体間の非対
称な相互干渉を明示的に記述することができる．また，個
体の行動基準に依存しないため，つまり LV モデルは，前
述の力学系とアナロジー（類似性）を仮定できる現象であ
れば，構成要素の特性に関わらず状態の遷移過程を記述す
ることが可能である．なお，競争は生存競争を指すため，
有限資源は固体数や空間量で表すことも可能である．従っ
て，鉄道駅に注目すれば，混雑は有限空間の利用者数や密
度で表現できる．また一般に，有限空間の利用者間に存在
する隙間をスペースと呼ぶと，利用者は行動基準に適合す
るスペース（パーソナルスペースと通称されており，利用
者の属性や状況に応じて大きさは異なる）を身辺に確保す
る習性がある．ただし，混雑時は総じてスペースが縮小あ
るいは不足しており，しかも，この情報が混雑情報と同じ
く公開されていない．よって，混雑時の利用者は，パーソ
ナルスペースを確保するため，当初は利用可能な空間に存
在するスペースを利用毎に探索するとともに，スペースを
巡って周囲の利用者と競争する必要があり，この競争を通
じて当該空間のスペースや利用者，すなわち密度を徐々に
認知する一方で，当該空間の密度は空間的制約や輸送力増
強等の社会経済的影響で実質的に上限域が存在すると考え
られる．この場合，スペースは有限資源に相当し，利用者
の活動領域でもあるため，この争奪競争は生存競争を意味
する．また，利用者の認知密度は，仮に当初は当該空間の
スペースが無限大（超疎密状態）または無限小（超過密状
態）であっても，利用経験を蓄積するうちにそれぞれ固有
の値に収束するため，この過程は前述の力学系の標準的な
構造（状態遷移過程）に合致する．つまり，利用者が密度
を認知する過程と前述の力学系は意味的及び構造的に類似
するため，アナロジーを仮定することができる．よって，
LV モデルは鉄道利用者が混雑（密度）を認知する過程を
記述可能であり，鉄道利用者が認知する密度や相互干渉を
個人属性単位で一意に推計できると考えられる． 
以上を踏まえ，本研究では，鉄道駅の利用者の行動モデ
ルを列車・経路選択モデルと混雑認知モデルに大別し，列
車・経路選択モデルは確率効用理論に基づく非集計行動モ
デル（Disaggregate Behavioral Model：DBモデル）を適用し，
乗車駅と降車駅の行動を連続的に個人属性単位で記述する．
混雑認知モデルは個体群動態理論に基づく LV モデルを適
用し，列車・経路選択モデルの混雑特性を記述する． 
 
3. 移動円滑化施策の評価手法の提案 
3.1. 行動モデルの定式化 
(1) 列車・経路選択モデル 
通勤（通学も含む）目的の鉄道利用者を対象にするため，
鉄道駅における利用者の行動は確率効用理論に従うと仮定
する．ただし，高校生以上の単独行動に限定し，トイレや
喫煙所に行くなどの副次的行動は対象としない． 
任意の起着点間（入札口から出札口まで）を通過する個
人 n の行動を列車選択行動と列車 j を選択したときの条件
の下での経路選択行動に区分すれば，個人nの列車選択構
造は図‐1 のように仮定できる．経路選択行動は，乗車駅
での移動施設の選択行動，車両の選択行動，降車駅での移
動施設の選択行動に分割でき，これらの選択行動（部分集
合）は階層構造を成していると考えられる．そこで，個人
nの経路選択構造を図‐2のようにk段階の階層型選択構造
と仮定する．個人nの鉄道駅における行動は，以上の選択
構造を組み合わせることですべて表現できるため，この選
択構造を次式のロジット型のDBモデルで記述する． 
 
ただし， 
 
 
 
 
 
 
列車 j と経路 i の効用（確定項）は，式（3）と式（7）
に示す線形関数で一般型を仮定する． 
 
 
ただし， 
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なお，主観所要時間は次の混雑関数で仮定し，また，式
（7）以降の変数の説明は，列車 jを選択したときの条件の
下での経路 iを経路 i（∈列車 j）と便宜上表記している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 混雑認知モデル 
ここでは，モデルの適用性の検証に重点を置き，属性を
性別に限定することでLV モデルを単純化し，個人 n が男
性の場合，un( i | j , x )の男性利用者は個人nと同一の行動基
準に従い，女性利用者は代表的な女性の行動基準に従うと
仮定する（個人nが女性の場合は男女逆になる）．従って，
男女2属性の場合は，個人nが列車 jと経路 iをx期利用時
に認知する経路 iの密度un( i | j , x )（ n∈un( i | j , x ) ）は，
添字 i，j，n を簡略化のため省略すれば，一般的な列車混
雑率の定義から次式になる（ns=1は男性，ns=2は女性）． 
 
鉄道駅の利用者の行動は当量仮定       を適用
できるため，LVモデルは次の連立微分方程式になる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
従って， 
         と仮定すれば，平衡点（x = ∞）はアイ
ソクラインの方法によって次のように求まる．ケーススタ
ディでは平衡状態を仮定できるため，これを式（9）に代入
すれば個人nが認知する経路の密度が特定できる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
オフピーク時間帯は混雑や滞留の影響がない状態であり，
非容量制約状態（密度が0で容量制約の影響がない状態）
と解釈できるため，この場合の経路選択確率は，式（3）と
式（7）を混雑特性を除いて式（1）と式（2）に代入すれば
推計できる．この選択確率は，同一属性の個人ならば等し
いため，つまり，（同一属性を持つ）個人の当該経路にお
ける増加率を表すと考えられる．また，垂直移動施設とホ
ーム縁端の間の狭隘部分は，列車待ち行列が通行の障壁に
なりやすく，通路幅が混雑時と非混雑時で実質的に異なる
と考えられるため，この変動を考慮し，通路幅を便宜的に
次式のように列車間隔の関数で表す．限界通路幅は，横向
き歩行の状態を想定し，標準的な胸厚を基準に設定する． 
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図‐1  個人n の列車選択構造 
；属性nsの個人が経路 i（∈列車 j）をオフピーク時
間帯に選択する確率 
；属性nsの個人の経路 i（∈列車 j）におけるサイズ
；経路 i（∈列車 j）の空間指標（=経路面積） 
；経路 i（∈列車 j）の社会経済指標（=個人n の乗
車列車と次発列車の出発時刻の差） 
；パラメータ 
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図‐2  個人n の列車 jの経路選択構造 
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；個人nの経路 i（∈列車 j）の非容量制約状態にお
ける（平均）所要時間 
；個人nが経路 i（∈列車 j）の容量制約の影響によ
って認知する（主観）所要時間 
；個人nが経路 i（∈列車 j）に対して認知する密度
（経路内の密度は一様分布と仮定） 
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；個人nの経路 i（∈列車 j）の利用期間（回数）
；個人nが経路 i（∈列車 j）をx期利用時に認知す
る属性nsの密度 
；内的自然増殖率（密度が0の場合に属性nsの個人
の経路 i（∈列車 j）における増加率を表す） 
；競争によって属性 msが属性 nsの増加率に及ぼす
効果を表す．ns＝ms のとき属性内競争係数と呼
び，ns≠msのとき属性間競争係数と呼ぶ． 
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競争係数は，個々人の競争の度合いを表すため，個人の
属性や特に身体特性に大きく関係するとともに，鉄道が社
会システムを構成する巨大なサブシステムであることに着
目すれば，前述のように空間的制約や社会経済的影響を少
なからず反映すると考えられる．そこで，身体特性（サイ
ズ）と空間指標と社会経済指標の関数で仮定し，空間指標
は面積を採用し，社会経済指標は利用者の認知可能性と鉄
道事業者の制御可能性を踏まえ，列車間隔を採用している． 
3.2. 評価システムの定式化 
本研究は，移動円滑化施策の評価システムをガイドライン
の移動円滑化基準に基づく仕様評価モデル（既成）と本モデ
ルに基づく性能評価モデルによって構成し，施設整備計画を
仕様評価モデルと性能評価モデルを組み合わせて評価する．
なお，一般に鉄道駅の施設整備計画は仕様基準を満足する代
替案が一定の予算内で複数存在し，各代替案の効果及び優先
度を明らかにすることが必要であるため，本システムはこの
ような施策の評価に適用することを念頭に置いている． 
性能評価モデルは，移動円滑化の定義に基づき，施設整
備計画の代替案 m を利便性と安全性の観点から評価する．
ただし，一般に施設整備は対象経路（主経路）に加え，代
替経路のサービス水準にも少なからず影響を及ぼすため，
そこで，主経路と代替経路（選択可能な経路と呼ぶ）のサ
ービス水準を総合的に評価する．そして，平衡状態におい
て一定の安全性を制約条件に最も利便性が高くなる代替案
m*（最適案と呼ぶ）を選定する．なお，利便性は最混雑時
間帯の利用者の選択可能な経路に関する期待最大効用を総
和することで表す．安全性は最混雑時間帯の選択可能な移動
施設における最大密度で表し，最混雑時間帯の通勤群集を対
象とするため，群集歩行密度の上限値を制約条件に設定する．
従って，性能評価モデルの一般型を次式で表す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4. 行動モデルの構築 
都営三田線の利用実態調査を行い，主要な経路の利用者
（2 起点 3 着点間の 242 サンプル）を対象に行動モデルを
構築した．なお，利用者の行動は平衡状態を仮定できると
ともに，選択可能な列車は同一編成・車種であり，運行間
隔がほぼ一定で数分と短いため，運賃及び混雑率に差異が
なく，つまり，経路選択に有意な影響を及ぼさないと仮定
できる．従って，列車効用のパラメータを α1 ，α2 に限定
し，列車選択確率と経路選択確率を独立に記述している． 
モデルのパラメータは最尤推定法の段階推定法を適用し，
3 段階に分けて推定した．まず，オフピーク時間帯の経路
効用のパラメータを推定した．この場合の経路選択構造は，
乗降車駅の構造上，乗車駅の移動施設が決まれば車両及び
降車駅の経路（集合）を一意に特定できるため，車両選択
（レベル3）を除外し，4段階の階層構造を仮定した．次に，
オフピーク時間帯の経路選択確率を推計し，これを混雑認
知モデル及び経路選択モデルに代入して混雑効用のパラメ
ータと車両効用のパラメータを推定した．経路選択構造は，
車両選択を組み込むことで，階層を4段階から5段階に拡
張した．また，車両と降車駅のホームは混雑の影響が無視
できないため，（主観）移動時間は混雑関数で記述した．
最後に，乗車駅において入札口と列車の間の主観所要時間
分布を推計し，これを列車選択モデルに代入して列車効用
のパラメータを推定した．この結果，すべてのパラメータ
は符号条件が一致し，統計的に有意となった．また，正規
性の仮定も統計的に検定し，特に問題がなかった．モデル
の適合度は，すべての区分（レベル別・性別・年代別）で
合否の目安（尤度比 0.2 以上）をほぼ満足した．従って，
本モデルは選択構造とパラメータの符号条件及び有意性，
そしてモデルの適合性のすべてにおいて妥当性を得ており，
良好なモデルであると言える． 
 
5. 移動円滑化施策の評価手法の適用 
鉄道駅の施設整備計画においては，ホーム上の施設のレ
イアウトが極めて重要であり，利用者の行動に大きく影響
するため，そこで，代表的な事例としてエスカレータ及び
車両の配置計画と階段幅の算定計画を巣鴨駅ホームにおい
て立案し，本評価システムを適用した．そして，計画代替
案を従来より利用実態に即して評価できることを実証した． 
 
6. 結論 
本研究は，鉄道駅における移動円滑化施策の評価手法を
確立することを念頭に置き，鉄道駅における利用者行動モ
デルと移動円滑化整備計画の評価手法を提案し，都営三田
線を対象にケーススタディを行い，行動モデルの適用性と
現況再現性を統計的手法に基づいて実証し，そして，この
モデルに基づく評価システムを一般的な施設整備計画に適
用し，計画代替案を移動円滑化の観点から利用実態に即し
て評価できることを実証した．主な成果は次の通りである． 
・鉄道駅の利用者行動を乗車駅（入札）から降車駅（出札）
まで連続的にモデル化することで，鉄道駅の利用者行動
を線区単位で分析することを可能にした． 
・鉄道駅の利用者行動を個人属性単位（性別年齢別）でモ
デル化することで，鉄道駅の利用者行動を個人属性別に
予測することを可能にした． 
・鉄道駅の利用者が非対称の相互干渉下において混雑を認
知する過程をモデル化することで，鉄道駅の利用者の行
動と混雑認知過程の関係を明らかにした． 
・移動円滑化施策の評価の際は，従来の仕様評価に本研究
の行動モデルに基づく性能評価を追加することで，評価
精度や施策効果の向上が期待できることを明らかにした． 
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mZ ；移動円滑化施策の代替案mの利便性指標 
；利用者 n の代替案 m における最混雑時間帯の選
択可能な経路 iの効用 
；代替案 m における最混雑時間帯の選択可能な移
動施設の最大密度 
；群集歩行密度の上限値（=5.0人/m2） 
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